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１．16年9月中間期の業績（平成16年 4月1日～平成16年 9月30日） 

(1)経営成績                   （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

16年9月中間期 117,381 △2.1 4,450 △45.5 4,656 △43.7 

15年9月中間期 119,926 4.2 8,171 6.5 8,264 8.6 

16年3月期 248,981 16,069 16,097  

 
 

中間（当期）純利益 
1株当たり中間 

（当期）純利益 

 百万円 ％ 円  銭

16年9月中間期 2,900 △36.0 53    18 

15年9月中間期 4,531 1.0 83    09 

16年3月期 12,441 227    75 

(注)①期中平均株式数  16年9月中間期 54,540,000株  15年9月中間期 54,540,000株  16年3月期 54,540,000株 

   なお、当社は平成16年５月20日をもって１株につき２株の割合で株式分割を実施いたしました。１株当たり指標については比較を容易 

にするため、平成16年３月期期首に分割されたものとして記載しております。 

  ②会計処理の方法の変更  無 

  ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

(2)配当状況 

 １株当たり 

中間配当金 

１株当たり 

年間配当金 

 円  銭 円  銭

16年9月中間期 15    00  
15年9月中間期 7    50  

16年3月期  15    00 

(注)当社は平成16年５月20日をもって１株につき２株の割合で株式分割を実施いたしました。１株当たり配当金については比較を容易にする

ため、平成16年３月期期首に分割されたものとして記載しております。 

 

(3)財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 

  百万円   百万円  ％ 円  銭

16年9月中間期 118,946  56,011 47.1 1,026    97 

15年9月中間期 120,789  46,042 38.1 844    19 

16年3月期 130,696  53,580 41.0 982    05 

(注)①期末発行済株式数  16年9月中間期 54,540,000株  15年9月中間期 54,540,000株  16年3月期 54,540,000株 

なお、当社は平成16年５月20日をもって１株につき２株の割合で株式分割を実施いたしました。１株当たり指標については比較を容易 

にするため、平成16年３月期期首に分割されたものとして記載しております。 

②期末自己株式数   16年9月中間期 －株  15年9月中間期 －株  16年3月期 －株 
 
２．17年3月期の業績予想（平成16年 4月1日～平成17年 3月31日） 
 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 １ 株 当 た り 年 間 配 当 金 

   期 末  

  百万円 百万円 百万円  円 銭  円 銭

通 期 250,000  11,500 4,200 15 00  30 00

（参考）１株当たりの予想当期純利益（通期）77円1銭 

（注） １株当たりの予想当期純利益（通期）は、平成16年５月20日の株式分割後の発行済株式数（54,540,000株）で算出しております。 

※上記の予想は現時点で入手可能な情報に基づき判断したものであり、既知・未知のリスクや不確定な要素などの要因により、実際の業績は

記載の見通しとは異なる可能性があります。 
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１．中間財務諸表等 

（１）中間貸借対照表                                       （単位：百万円） 

 前 事 業 年 度 の 
当中間会計期間末 前中間会計期間末 

前年同期比 要 約 貸 借 対 照 表 

（平成16年9月30日） （平成15年9月30日）  （平成16年3月31日） 

期 別 

 

 

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 増減額 金 額 構成比

 （資産の部）  ％ ％  ％

流 動 資 産  93,670 78.8 100,882 83.5 △7,211 107,539 82.3

 現 金 及 び 預 金 2,156 3,656 △1,500 3,141

 関 係 会 社 預 け 金 1,233 2,000 △766 5,500

 受 取 手 形 863 792 71 1,194

 売 掛 金 54,685 61,060 △6,375 63,315

 た な 卸 資 産 25,490 26,192 △702 26,008

 繰 延 税 金 資 産 6,418 5,611 807 7,065

 そ の 他 2,897 1,639 1,258 1,383

 貸 倒 引 当 金 △75 △70 △5 △70

固 定 資 産  25,275 21.2 19,907 16.5 5,368 23,157 17.7

 有 形 固 定 資 産 5,081 4.3 4,465 3.7 616 4,986 3.8

 無 形 固 定 資 産 3,646 3.0 2,219 1.8 1,427 2,856 2.2

 投 資 そ の 他 の 資 産 16,546 13.9 13,222 11.0 3,324 15,313 11.7

  前 払 年 金 費 用 4,421 － 4,421 3,675

  繰 延 税 金 資 産 6,894 8,046 △1,152 6,279

  そ の 他 5,549 5,383 165 5,555

  貸 倒 引 当 金 △318 △208 △110 △197

資 産 合 計 118,946 100.0 120,789 100.0 △1,843 130,696 100.0

 （負債の部）   

流 動 負 債  45,336 38.1 52,769 43.7 △7,433 60,083 46.0

 支 払 手 形 2,332 3,186 △853 2,389

 買 掛 金 28,877 31,876 △2,999 38,342

 未 払 費 用 7,774 8,344 △569 8,507

 未 払 法 人 税 等 1,914 4,194 △2,279 5,347

 そ の 他 4,437 5,168 △731 5,494

固 定 負 債  17,599 14.8 21,977 18.2 △4,378 17,032 13.0

 退 職 給 付 引 当 金 17,598 21,964 △4,365 17,019

 役員退職慰労引当金 － 12 △12 12

 そ の 他 0 0 0 0

負 債 合 計 62,935 52.9 74,747 61.9 △11,812 77,115 59.0

 （資本の部）   

資 本 金 9,670 8.1 9,670 8.0 － 9,670 7.4

資 本 剰 余 金 10,161 8.6 10,161 8.4 － 10,161 7.8

 資 本 準 備 金 10,161 10,161 － 10,161

  

利 益 剰 余 金 36,190 30.4 26,218 21.7 9,971 33,718 25.8

 利 益 準 備 金 275 275 － 275

 任 意 積 立 金 31,048 20,548 10,500 20,548

 中間（当期）未処分利益 4,866 5,394 △528 12,895

   

その他有価証券評価差額金 △10 △0.0 △7 △0.0 △3 30 0.0

資 本 合 計 56,011 47.1 46,042 38.1 9,968 53,580 41.0

負 債 及 び 資 本 合 計 118,946 100.0 120,789 100.0 △1,843 130,696 100.0
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（２）中間損益計算書                                       （単位：百万円） 

当中間会計期間 前 中 間会計期間 
前事業年度の 

要約損益計算書 

自 平成16年4月1日 自 平成15年4月1日 自 平成15年4月1日 

至 平成16年9月30日 至 平成15年9月30日

前年同期比 

至 平成16年3月31日

期  別 

 

 

科  目 

金 額 百分比 金 額 百分比 増減額 増減率 金 額 百分比

   ％ ％ ％ ％

 売 上 高 117,381 100.0 119,926 100.0 △2,544 △2.1 248,981 100.0

 売 上 原 価 100,202 85.4 99,393 82.9 808 0.8 208,280 83.6

 売 上 総 利 益 17,179 14.6 20,533 17.1 △3,353 △16.3 40,701 16.4

 販売費及び一般管理費 12,729 10.8 12,361 10.3 367 3.0 24,632 9.9

 営 業 利 益 4,450 3.8 8,171 6.8 △3,721 △45.5 16,069 6.5

 営 業 外 収 益 288 0.3 135 0.1 153 112.9 192 0.1

 営 業 外 費 用 83 0.1 42 0.0 40 94.5 164 0.1

 経 常 利 益 4,656 4.0 8,264 6.9 △3,608 △43.7 16,097 6.5

 特 別 利 益 － － 1 0.0 △1 － 8,480 3.4

 特 別 損 失 － － 250 0.2 △250 － 3,166 1.3

 税引前中間（当期）純利益 4,656 4.0 8,014 6.7 △3,358 △41.9 21,411 8.6

 法人税、住民税及び事業税 1,695 1.4 4,050 3.4 △2,355 △58.2 9,250 3.7

 法 人 税 等 調 整 額 61 0.1 △567 △0.5 628 － △280 △0.1

 中間（当期）純利益 2,900 2.5 4,531 3.8 △1,631 △36.0 12,441 5.0

 前 期 繰 越 利 益 1,966 863 1,103  863

 中 間 配 当 額 － － －  409

 中間（当期）未処分利益 4,866 5,394 △528  12,895
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２．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

  イ．有価証券 

   子会社株式････移動平均法に基づく原価法 

   その他有価証券 

    ａ．時価のあるもの････中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

     （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

    ｂ．時価のないもの････移動平均法に基づく原価法 

  ロ．たな卸資産 

    ａ．商品、製品、半製品、原材料････総平均法に基づく原価法 

    ｂ．仕掛品････個別法に基づく原価法 

（２）固定資産の減価償却の方法 

  イ．有形固定資産････定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物         3～50年 

構築物       10～50年 

機械及び装置     2～ 8年 

工具、器具及び備品  2～20年 

 ロ．無形固定資産････定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(最長５年)に基づいて償却してお

ります。 

（３）引当金の計上基準 

   イ．貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

   ロ．退職給付引当金 

当社は確定給付型の制度として、退職一時金制度及び厚生年金基金制度を設けております。 

従業員に対する退職給付の支給に充てるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会計期間末に発生していると認められる額を計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。 

（４）リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

（５）その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

（６）金額の表示方法 

    金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

３．追加情報 

（法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示方法） 

    「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴い、当中間会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が200百万円増加し、営業利益、経常利益及び税引前中間純利益が200百

万円減少しております。 
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４．注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

当 中 間 会 計 期 間 末 前 中 間 会 計 期 間 末 前 事 業 年 度 末 

（平成16年 9月30日） （平成15年 9月30日） （平成16年 3月31日） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

5,455百万円 

２．当社においては、運転資金の効 

率的な調達を行うため取引銀行

１行と当座貸越契約及び貸出コ

ミットメント契約を締結してお

り、取引銀行 11 行と貸出コミッ

トメント契約を締結しておりま

す。これらの契約に基づく当中

間会計期間末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 

 
当座貸越契約極度額及び 
貸出コミットメントの総額  16,000百万円 
借入実行残高           －百万円 
差引額           16,000百万円 
 

３．「関係会社預け金」は効率的な

資金運用を図るため、平成 15 年

９月から開始した日本電気株式

会社への預け金中間期末残高で

あります。 

 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

5,165百万円

２．当社においては、運転資金の効率 

的な調達を行うため取引銀行１

行と当座貸越契約及び貸出コミ

ットメント契約を締結しており、

取引銀行 11 行と貸出コミットメ

ント契約を締結しております。こ

れらの契約に基づく当中間会計

期間末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

 
当座貸越契約極度額及び 
貸出コミットメントの総額  17,000百万円 
借入実行残高           －百万円 
差引額           17,000百万円 
 

３．      同左 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

5,125百万円

２．当社においては、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀行１

行と当座貸越契約及び貸出コミ

ットメント契約を締結しており、

取引銀行 11 行と貸出コミットメ

ント契約を締結しております。こ

れらの契約に基づく当事業年度

末の借入未実行残高は次のとお

りであります。 

 
当座貸越契約極度額及び 
貸出コミットメントの総額  16,000百万円 
借入実行残高           －百万円 
差引額           16,000百万円 
 

３．「関係会社預け金」は効率的な

資金運用を図るため、平成 15 年９

月から開始した日本電気株式会社

への預け金期末残高であります。 

 

（中間損益計算書関係） 

当 中 間 会 計 期 間 前 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度 

自 平成16年 4月 1日 自 平成15年 4月 1日 自 平成15年 4月 1日 

至 平成16年 9月30日 至 平成15年 9月30日 至 平成16年 3月31日 

１．営業外収益のうち主要なもの 

  団体保険配当金   162百万円 

  投資信託分配金    30 

 

 

２．営業外費用のうち主要なもの 

  コミットメントフィー 12百万円 

  債権売却手数料    11 

  固定資産廃棄損    34 

  為替差損       14 

 

３．減価償却実施額 

有形固定資産    397百万円 

無形固定資産    272 

 

１．営業外収益のうち主要なもの 

  団体保険配当金    71百万円 

  保険事務代行手数料  27 

  販売報奨金      16 

 

２．営業外費用のうち主要なもの 

  コミットメントフィー 15百万円 

  債権売却手数料     7 

  固定資産廃棄損    5 

 

 

３．減価償却実施額 

有形固定資産    273百万円 

無形固定資産    184 

１．営業外収益のうち主要なもの 

  団体保険配当金    71百万円 

  保険事務代行手数料  54 

  販売報奨金      20 

 

２．営業外費用のうち主要なもの 

  コミットメントフィー 35百万円 

  固定資産廃棄損    66 

  債権売却手数料    17 

  為替差損       33 

 

３．減価償却実施額 

有形固定資産    608百万円 

無形固定資産    412 
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（リース取引関係）                                       （単位：百万円） 

当 中 間 会 計 期 間 前 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度 

自 平成16年 4月 1日 自 平成15年 4月 1日 自 平成15年 4月 1日区 分 

至 平成16年 9月30日 至 平成15年 9月30日 至 平成16年 3月31日

１．リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス･リース取引 

 

①リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末（期末）残高相当額 

 

 取得価額相当額  

  建 物 及 び 構 築 物 885 870 885 

  工具、器具及び備品 9,118 10,517 10,181 

  車 両 及 び 運 搬 具 10 15 10 

  ソ フ ト ウ ェ ア 392 400 392 

  合 計 10,406 11,804 11,469 

 減価償却累計額相当額    

  建 物 及 び 構 築 物 435 311 370 

  工具、器具及び備品 5,727 5,382 5,823 

  車 両 及 び 運 搬 具 5 8 4 

  ソ フ ト ウ ェ ア 235 164 196 

  合 計 6,404 5,866 6,395 

 中間期末（期末）残高相当額    

  建 物 及 び 構 築 物 450 559 515 

  工具、器具及び備品 3,390 5,135 4,357 

  車 両 及 び 運 搬 具 4 6 5 

  ソ フ ト ウ ェ ア 157 236 196 

  合 計 4,002 5,937 5,073 

     

②未経過リース料中間期末（期末）

残高相当額 

   

  １ 年 内 2,164 2,440 2,316 

  １ 年 超 1,939 3,618 2,872 

  合 計 4,104 6,058 5,189 

     

③支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

   

  支 払 リ ー ス 料 1,290 1,417 2,786 

  減 価 償 却 費 相 当 額 1,231 1,350 2,656 

  支 払 利 息 相 当 額 46 66 124 

 

 ④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

 ⑤利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については利息法によってお

ります。 

 

（有価証券関係） 

当 中 間 会 計 期 間 末 前 中 間 会 計 期 間 末 前 事 業 年 度 末 

（平成16年 9月30日） （平成15年 9月30日） （平成16年 3月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で

時価のあるものはありません。 

同 左 同 左 
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（重要な後発事象） 

当 中 間 会 計 期 間 前 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度 

自 平成16年 4月 1日 自 平成15年 4月 1日 自 平成15年 4月 1日 

至 平成16年 9月30日 至 平成15年 9月30日 至 平成16年 3月31日 

   ――――――――    ―――――――― 当社は、平成 16 年２月 26 日開催の

取締役会において、下記のとおり株式

の分割を行うことを決議いたしまし

た。 

（１）株式分割の目的 

１株当たりの投資金額を引下げ、株

式の流動性向上と投資家層の拡大を

図ることを目的とする。 

（２）株式分割の内容 

平成 16 年５月 20 日付をもって、次

のとおり普通株式１株を２株に分割

する。 

 ①分割の方法 

平成 16年３月 31日最終の株主名

簿及び実質株主名簿に記載又は

記録された株主の所有普通株式

１株につき２株の割合をもって

分割する。 

 ②分割により増加する株式数 

株式分割前の当社発行済株式総数 

27,270,000 株 

今回の分割により増加する株式数 

27,270,000 株 

株式分割後の当社発行済株式総数 

54,540,000 株 

株式分割後の授権資本株式数 

188,560,000 株 

（３）配当起算日 

    平成 16 年４月１日 

当該株式分割が前期首に行われたと仮

定した場合の前事業年度における１株当

たり情報及び当期首に行われたと仮定し

た場合の当事業年度における１株当たり

情報は、それぞれ以下のとおりとなりま

す。 

第 47 期 第 48 期 

１株当たり純資

産額 

１株当たり純資

産額 

767 円 54 銭 982 円５銭 

１株当たり当期

純利益金額 

１株当たり当期

純利益金額 

158 円 65 銭 227 円 75 銭 
 

 

 


